
鈴木です。本日はお時間いただきありがとうございます。

それでは、当社の2024年3月期 第1四半期の決算についてご報告いたします。

2ページ目をご覧ください。



タイトルに「1Q決算のポイント」と書いてありますが、7月31日に東証にて決算短信、

業績予想の修正、自己株式の消却、そして、ステリング事業のジョイントベンチャー（JV）

のスタートということについて、開示させていただいております。

このステアリング事業のJV化に伴いまして、国際会計基準（IFRS）に則しますと、ステア

リング事業については、継続事業ではなく、非継続事業というところに分類し、ステアリング

事業以外を継続事業へ分類することになります。

もう少し詳細を説明しますと、損益計算書とキャッシュ・フロー計算書については、継続、

非継続という分類ですが、バランスシートにつきましては、売却目的保有の資産、負債

という項目に分類されています。それに伴いまして、FY22の実績およびFY23の通期業績

予想についても、同様の組み換えを行っていて、売上高から税前利益までを継続事業とし

て開示をし、税引き後の四半期当期利益等は、継続事業と非継続事業の合計で

開示しています。短信等では、継続事業の四半期利益も参考情報として開示しています。

この継続事業のFY23第1四半期の実績ですが、この後、ご説明しますが、

売上高は1,882億円、営業利益は41億円となり、対前年同期で増収減益でした。

ステアリング事業につきましては、JIS（ジャパン・インダストリアル・ソリューションズ株式会社

）との合弁会社が、8月1日からスタートしております。これに伴いまして、ステアリング事業

につきましては、8月1日以降持分法を適用して会計処理をするということになります。



3ページはFY23第1四半期の実績サマリーです。

事業環境について、自動車の生産台数は想定どおり緩やかに回復を続けております。

一方、中国経済は、想定よりも少し弱く、調整局面が継続しています。インフレにつきまして

は、一部の地域もしくは一部の内容で、例えば電力料や海上運賃につきましては、落ち着

きを見せてるところもありますが、かつてに比べますと、まだ高止まりが続いてるということです。

為替相場につきましては、第1四半期の3カ月は円安傾向でした。先日も日銀の政策の

変更がありましたが、足元でも円安傾向が続いてる状況です。

そのような環境下、継続事業のFY23第1四半期の売上高は1,882億円、

営業利益41億円、当期利益17億円となり、増収減益の決算だったということになります。

なお、ここに書いてありますとおり、為替の円安影響は売上高で48億円、営業利益では

16億円入っております。加えて、従前より行っています売価転嫁の効果が当期も効いて

おりますので、実質物量ベースでは減少しているという背景がございます。



4ページは損益の状況です。

左側に前期の第1四半期の営業利益84億円がありますが、こちらは継続事業のみに

組み替えた数字となっております。右端にはFY23年第1四半期の営業利益41億円を

表示しています。この間に何が起きたかということですが、左から2つ目のバーにあります

物量／MIXが大きく減益の要因になりました。

先ほどご説明致しましたとおり、実質物量ベースでの減少影響を受けたことに加えて、構成

差の影響が出ています。自動車よりも利益率の高い産業機械の比率が落ちたということ、

それに加えて、産業機械の中でも、工作機械向けや半導体製造装置向けといったものが

落ち、精機製品の売り上げが落ちています。それらの影響を合わせまして、70億円

程度の減益要因となりました。

コスト上昇と賃金上昇では、50億円程度の減益要因になっていますが、そちらに対しては

原価低減活動の10億円と、売価転嫁活動の効果が64億円ありますので、前年同期比

較ではコスト上昇よりも改善活動の方が上回っているということです。それに費用増減、

為替の影響等を入れまして、41億円の営業利益になりました。



続きまして、事業別に見ていきます。5ページ目は産業機械事業です。

売上高851億円、セグメント利益23億円ということで、減収減益です。売上高については、

為替効果としてプラス23億円効いています。加えて値上げ効果もありますので、実質物

量ベースとしては150億円程度の減少だったと考えています。

中でも精機製品の減収が32％あり、それはスライドの下段にも書いてありますとおり、中国

経済の影響を背景に、日本を含めて、工作機械向け、半導体製造装置向けというものが

減ったということ、それに加え玉軸受けのE&Eでも減収になっています。

利益率につきましては、E&Eについては、引き続き厳しい状況が続いています。精機製品

は物量が大きく減ったということで、ブレークイーブン近辺まで物量が落ちてしまいました。

一般の産業機械軸受につきましては、黒字は継続していますが、産業機械事業全体として

2.7％という利益率になったということです。



6ページは自動車になります。

自動車につきましては、売上高が952億円、セグメント利益が11億円となり、こちらは増収

増益の決算でした。為替影響が売上高の中にプラスで24億円、さらに値上げの影響もあり

ますが、それらを除いた実質物量ベースとしても10％以上の増収になったと見ています。

セグメント利益は増収の効果等もあり、前期赤字から黒字化し、11億円になりました。

右側のグラフについて、FY21のグラフは従来どおり、ステアリングを含めたものになって

おりますが、FY22からは継続事業のみの表記となっています。



続きまして業績予想です。

東証の開示では、業績予想の修正という形で出させていただきましたが、内容としましては、

ステアリング事業を非継続事業に分類したということで、ベースの数字を組み換えてお示しし

たものとご理解いただきたくよろしくお願いします。つまり計画は変えていないということで、

非継続事業を除いた修正のみ行いました。

事業環境につきましては、産業機械では、工作機械、半導体製造装置は後半緩やかに

回復してくということを見込んでおります。自動車の生産台数も8,600万台ということで、

対前年で5％増えるということを織り込んでいます。

インフレについても、計画どおりということです。為替はQ2以降は、当初前提のドル125円、

ユーロ140円を据え置いています。

結果、FY23の業績予想としましては、売上高8,080億円、営業利益が440億円、

率で5.4％ということで、継続事業のみに組み替えました前期FY22の実績に対し、

売上高は312億円の増収、営業利益は2億円のプラスということを想定しています。



続いて8ページ目です。

前期FY22の継続事業の営業利益は438億円、当期FY23の予想が先ほどご説明しまし

たとおり440億円ですので、その増減内訳になります。ベースの計画を変えておりませんの

で、基本的には5月の説明会でご説明した内容のとおりです。

インフレ・賃金上昇に対しては、売価転嫁・原価低減を行い、過去2年間で取り切れていな

いものも含めて、取り返しにいくことを織り込んでおり、その計画のもと440億円の営業利益

を目指しています。



9ページ目になります。

中期経営計画の目標であるROE10％を達成することによって、PBRも向上していくものと

当社は考えていますが、そこに向けた取り組みについて、5月にご説明した内容に加えて、

最近の動きも含めてこちらでご説明させていただきます。

まず、インフレのコストについては、継続して売価転嫁を行ってくということです。特に継続的な

賃金の上昇ということが見込まれる中、それも含めた売価交渉を行っていきます。

資産効率のアップという観点では、生産再編も含めた生産性の向上に取り組んでいます。

また、持続的な成長という観点では、産業機械事業の拡大、新事業推進のためのM&Aも

視野に入れながら進めていきたいと思います。自動車におきましては、EV化による高収益の

製品を伸ばしていくということに加え、R&Dを含めた投資を強化していくということで、中国の

研究拠点を増強することを決めました。中国のスピード・お客様に対応していきます。

財務戦略については、安定的な利益還元を継続するということと、自己株式取得の機動的

な実施に加え、これは7月14日に当社のホームページおよび東証のPR情報で開示しました

が、サステナビリティ・リンク・ボンドの発行の準備を現在進めています。7月14日にはサステナ

ビリティ・リンク・ボンド・フレームワークとセカンドオピニオンを開示させていただいております。また

今般、自己株式の消却を決定しました。消却株式数は5,100万株ということで、これによっ

て9.3％の自己株式を消却することになります。



10ページ目はステアリング事業です。

5月に合弁契約を締結し、8月1日より会社がスタートしました。これによってステリング事

業の収益改善に向けたさらなる構造改革の推進、独立した事業の運営、加えて、

ストラテジック・パートナーとのアライアンスの検討ということをJISとともに積極的に進めてい

きたいと考えています。

ご説明は以上となります。














